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国際局が所管する外郭団体の協約マネジメントサイクルに基づく 

評価結果等について 
 
本市では、各外郭団体が一定期間における主要な経営目標を本市との「協約」として掲げ、経

営の向上を促進する「協約マネジメントサイクル」の取組を進めています。 

公益財団法人横浜市国際交流協会（ＹＯＫＥ）において取組を進めている「協約」については、

横浜市外郭団体等経営向上委員会（以下「委員会」という）を活用し、協約の進捗状況及び経営

を取り巻く環境の変化への対応に関する評価を毎年度実施し、マネジメントサイクルの効果の

向上及び団体経営の健全化を図っています。 

令和３年度の取組実績を踏まえ、委員会による評価を実施しましたので、評価結果等について

御報告します。また、協約期間が平成 30 年度から令和３年度までであることから、委員会での

議論を踏まえ、令和４年度からの「協約等（案）」を作成しましたので、御報告します。 

 

１ 協約の取組状況 

(1) 平成 30 年度に定めた団体経営の方向性等 

団体経営の方向性 引き続き経営の向上に取り組む団体 

協約期間 平成 30年度～令和３年度 

(2) 協約目標の取組状況等（令和３年度実績） 

ア 公益的使命の達成に向けた取組 

  多様な視点で進める多文化共生のまちづくり 

(ｱ)協約目

標 

①連携・協働団体数の増 451団体（平成 29年度）→ 500団体（令和３年度） 

②地域で活躍する外国人の増 2,170人（平成 29年度）→ 2,500人（令和３年度） 

(ｲ)目標達

成に向けて

取り組んだ

内容及び成

果 

 取組内容 成果 

① 外国人住民への情報提供・相談・通訳対応

や、日本語学習支援、教科学習支援、などの

実施にあたり、ICTを引き続き活用すると同

時に、対面での活動の工夫をサポートする

など、関係機関や NPO、学校等との連携・協

働を進めた。 

コロナ禍の中、オンラインと対面による多言語相談、情報

提供、日本語学習及び外国に繋がる子どもの学習支援を継

続した。さらに ICTを活用して各団体と協力関係を構築し、

連携・協働団体数は 36団体の増となった。 

② 外国人住民が母語を活かした通訳・翻訳

ボランティア、文化紹介講師として活躍す

る機会の創出をオンライン化も図りながら

引き続き進めた。 

市民通訳の活動における年度途中からの対面再開とタブ

レット等の遠隔通訳継続で、昨年度より 482 人増、一昨年

度の半数強まで数値が戻った。 

(ｳ)実績 

 

 

前年度 

(令和２年度) 
令和３年度 当該年度の進捗状況等 

  ① 490団体 

② 679人 

① 526団体 

 ② 1,161人 

① 達成（令和３年度時点での目標数値とする 500団体を大きく超えているた

め。） 

② 未達成（令和３年度時点での目標数値とする 2,500 人に達しなかったた

め。） 

＊団体数については、令和３年度の目標数値を超え、且つ協約期間内での最

大数値となった。外国人増加数については目標数値の 2,500 人に大きく及

ばなかった。 

(ｴ)今後の

課題及び対

応 

課題 対応 

外国人の居住長期化に伴い、生活課題の多様化

に対応する専門相談の充実、地域活動への参加意

欲に応えるプログラムの実施、さらには多文化共

生に向けた日本人住民の理解促進と関係者・組織

との連携協働推進の取組が必要とされる。 

外国人住民の生活基盤を強固にするためには、地域社会

への包摂が重要である。協会が行政、学校、市民団体と連携

し、日本語、子どもの学習支援等を行い、併せて自治会・町

内会、地域ケアプラザ等と連携し、地域活動への参画を促し

ていく。 

国際・経済・港湾委員会 

令 和 ４ 年 1 2 月 1 5 日 

国 際 局 

※「団体経営の方向性」の４分類 

①引き続き経営の向上に取り組む団体 

②事業の再整理・重点化等に取り組む団体 

③民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

④統合・廃止の検討を行う団体 
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イ 財務に関する取組 

 

ウ 人事・組織に関する取組 

 

 

２ 協約等（案）の概要 

 

(ｱ)協約目

標 

事業収入(参加料収入等)の増 一般会計事業収入 

11,224千円（平成 29年度）→ 13,468千円（令和３年度） 

(ｲ)目標達

成に向けて

取り組んだ

内容及び成

果 

取組内容 成果 

語学講座のオンライン化及び開催会場拡大検

討、研修講師派遣のオンライン参加等により収入

確保を図った。上・下半期に積極的に広報 PR を

行った。 

オンラインという新たな手法により、限定的ではあるも

のの約 30％の収入の確保につながった。 

(ｳ)実績 

 

 

前年度 

(令和２年度) 
令和３年度 当該年度の進捗状況等 

1,748千円 5,965千円 
未達成（語学講座及び研修講師派遣がコロナウイルス感染症拡大防止のため

当初の計画通り開催できなかったため） 

(ｴ)今後の

課題及び対

応 

課題 対応 

主要収入源である語学講座の収益拡大に向け

魅力ある講座づくりを検討する。 

語学講座のオンライン化を一層進めるとともに、感染防

止対策の強化及び国際協力センターの空きスペースの借

用・活用による教室規模の拡大を通じて、受講生の増加に努

める。 

(ｱ)協約目

標 
職員採用計画の作成と次代の団体を担う人材の確保 

(ｲ)目標達

成に向けて

取り組んだ

内容及び成

果 

取組内容 成果 

 2022-2025 中期４か年計画に合わせ、中期組織

案を作成し、各事業年度の採用人数、配置転換計

画等を盛り込んだ。また、配置転換希望調査（８

月）を実施した。 

 組織の持続性の確保及び活性化のため配置転換を計画し

た。また、年齢構成の平準化のため中期組織案のとおり採用

活動を実施した（１～３月）。 

(ｳ)実績 

 

 

前年度 

(令和２年度) 
令和３年度 当該年度の進捗状況等 

採用計画基本案

の一部見直し 

採用計画基本案

の見直しおよび

中期組織案作成 
達成（中期組織案のとおり採用計画（３月）・配置転換を実施）                                

(ｴ)今後の

課題及び対

応 

課題 対応 

組織を活性化し、持続性を確保するため、職員

の高齢化と年齢構成の偏り、配置の硬直化を解消

する必要がある。 

また、専門性、マネジメント力を持った次世代

リーダーの育成が必要である。 

国費と市費による委託事業での必要な人材を見極め、中

期組織案に基づいて採用活動と配置転換を行う。また、専

門家による各種研修会を計画的に実施する。 

協約期間 令和４年度～令和７年度 

協約期間設定の考え方 本市及び団体の中期計画に整合性をとる。 

協

約

期

間

の

主

要

目

標 

(1)公益的使命の

達成に向けた取

組 

①連携・協働団体数の増 550団体（令和７年度） 

②連携・協働プロジェクトの増 30事例（令和７年度） 

③地域活動やボランティア活動に関わる外国人の延べ人数の増 2,500人（令和７年度） 

(2)財務に関する

取組 

①特定資産充当対象事業の見直しを進め、経営基盤の安定・強化を実現する。 

持続可能な財務基盤の確立（令和７年度） 

(3)人事・組織に

関する取組 

①常勤職員年齢構成の適正化 50歳未満（令和７年度） 

②職員仕事満足度の向上（民間の調査手法を活用） 

やや低（令和３年度）→やや高（令和７年度） 
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３ 委員会からの答申等 

 

 

 

 

 

４ 所管局・団体による振り返り 

コロナ禍による対面事業の縮小等により、取組の一部が未達成となった。その一方で、事業のオンライン化やハイブリッ

ド化など新たな手法の導入が進み、少しずつ実績の回復に繋がっている。また、今年度はウクライナ避難民支援に対応し、

専用相談窓口の開設やウクライナ人スタッフの確保、避難民一人ひとりに寄り添う伴走型支援に取り組むなど、団体ならで

はのスキルを活かした活躍がみられた。 

現在策定中の横浜市中期計画では「多文化共生の推進」を政策課題に掲げており、団体の中期計画もこれと連動したもの

となっている。新協約のもとでも、これまでの知見・実績・専門性を活かし、委員会の指摘事項も踏まえ、所管局と団体が

連携して公益的な使命を果たしていく。 

 

５ 添付資料 

(1) 令和４年度 総合評価シート（令和３年度実績）（国際局所管団体部分） 

 (2) 協約等（案）（令和４～７年度）（国際局所管団体分） 

 (3) 令和４年度 横浜市外郭団体等経営向上委員会 答申（国際局所管団体部分） 

 
【参考１】委員会について 

設置根拠 横浜市外郭団体等経営向上委員会条例（平成 26 年９月 25日施行） 

設置目的 外郭団体等のより適正な経営の確保を図るとともに、外郭団体等に関して適切な関与を行うため 

委 員 

(任期２年) 

※50 音順 

碓井 敦子（碓井公認会計士事務所 公認会計士） 

鴨志田 晃（法政大学 経営学部教授）【委員長】 

寺本 明輝（(株)浜銀総合研究所 顧問・特任コンサルタント） 

戸田 龍介（神奈川大学 経済学部 教授） 

治田 友香（関内イノベーションイニシアティブ(株)代表取締役社長） 

設 置 平成 26年 10 月 21 日 

所掌事務 

１ 外郭団体等のより適正な経営を確保するための仕組み及び外郭団体等に対する市の関与の在り

方に関すること 

２ 外郭団体等の経営に関する方針等及びその実施状況の評価に関すること 

３ 外郭団体等の設立、解散、合併等に関すること 

４ その他外郭団体等に関し市長が必要と認める事項 

 

【参考２】委員会での審議方法について 

令和３年度までは全団体について審議を行っていましたが、令和４年度からは、より深い議論ができるよう、審

議団体数を絞り、全ての団体が概ね３年毎に審議を受けるように変更しました。 

なお、委員会審議がない年も、所管局・団体による進捗状況の自己評価を行うとともに、委員会への報告を実施

しています。 

（公財）横浜市国際交流協会については、今年度は委員会審議を受ける「審議団体」とされています。 

総合評価分類（※） ｂ 事業進捗・環境変化等に留意 

委員会からの意見 コロナ禍により「公益的使命の達成に向けた取組」の一部、「財務に関する取組」が「未達成」と

なっている。 

団体設立時と比較し、団体を取り巻く環境が大きく変化している。今後は、市所管局が指導力を発

揮しながら団体と十分に協議し、団体の公益的使命を改めて確認し、行うべき事業を検討することが

求められる。 

協約等（素案）の「公益的使命の達成に向けた取組」について、しっかりと取組を進めるとともに、

取組の効果を検証し、多文化共生のまちづくりに確実につなげてほしい。 

また、「財務に関する取組」については、組織一丸となってスピーディに取り組むことを期待する。 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

（※）委員会による総合評価は、以下の４つの分類から、団体ごとに決定しています。 

ａ 引き続き取組を推進／団体経営は順調に推移  ｂ 事業進捗・環境変化等に留意 

ｃ 取組の強化や課題への対応が必要       ｄ 団体経営の方向性の見直しが必要 



資料（1）令和４年度総合評価シート（令和３年度実績）（国際局所管団体部分） 

 

総合評価シート（令和３年度実績） 

 

団体名 公益財団法人横浜市国際交流協会 

所管課 国際局政策総務課 

協約期間 平成 30年度～令和３年度 

団体経営の方向性 引き続き経営の向上に取り組む団体 

 
 

１ 協約の取組状況等 

（１）公益的使命の達成に向けた取組 

  ① 多様な視点で進める多文化共生のまちづくり 

ア 公益的使命① 
外国人住民の生活基盤の充実、地域でのつながりを促進する取組や多様な文化的背景等を活かした在

住外国人の活躍促進による多文化共生のまちづくりの推進 

イ 公益的使命①の

達成に向けた協約

期間の主要目標 

①連携・協働団体数の増 500団体 

②地域で活躍する外国人の増 2,500人 

ウ 目標達成に向け

て取り組んだ内容 

①外国人住民への情報提供・相談・通 
訳対応や、日本語学習支援、教科学習支
援、などの実施にあたり、ICTを引き続
き活用すると同時に、対面での活動の工
夫をサポートするなど、関係機関や NPO、
学校等との連携・協働を進めた。 
②外国人住民が母語を活かした通訳・ 
翻訳ボランティア、文化紹介講師として
活躍する機会の創出をオンライン化も
図りながら引き続き進めた。 

エ 取組による成果 

①コロナ禍の中、オンラインと対面に
よる多言語相談、情報提供、日本語学
習及び外国に繋がる子どもの学習支
援を継続した。さらに ICTを活用して
各団体と協力関係を構築し、連携・協
働団体数は 36団体の増となった。 
②市民通訳の活動における年度途中
からの対面再開とタブレット等の遠
隔通訳継続で、昨年度より 482人増、
一昨年度の半数強まで数値が戻った。 

オ 実績 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 
最終年度 

（令和３年度） 

 
数値等 

① 451団体 

② 2,170人 

① 494団体 

② 2,397人 

① 504団体 

② 2,174人 

① 490団体 

② 679人 

① 526団体 

②1,161人 

 
当該年度の進捗

状況 

①達成（令和 3年度時点での目標数値とする 500団体を大きく超えているため。） 

②未達成（令和 3年度時点での目標数値とする 2,500人に達しなかったため。） 

＊団体数については、令和 3 年度の目標数値を超え、且つ協約期間内での最大数値となった。外国人

増加数については目標数値の 2,500人に大きく及ばなかった。 

カ 今後の課題 

外国人の居住長期化に伴い、生活課題の
多様化に対応する専門相談の充実、地域
活動への参加意欲に応えるプログラム
の実施、さらには多文化共生に向けた日
本人住民の理解促進と関係者・組織との
連携協働推進の取組が必要とされる。 

キ 課題への対応 

外国人住民の生活基盤を強固にする
ためには、地域社会への包摂が重要で
ある。協会が行政、学校、市民団体と
連携し、日本語、子どもの学習支援等
を行い、併せて自治会・町内会、地域
ケアプラザ等と連携し、地域活動への
参画を促していく。 

 

  



資料（1）令和４年度総合評価シート（令和３年度実績）（国際局所管団体部分） 

 

（２）財務に関する取組 

ア 財務上の課題 収入増加による財政基盤の安定化 

イ 協約期間の主要

目標 
事業収入(参加料収入等)の増（目標数値：一般会計事業収入 13,468千円） 

ウ 目標達成に向け

て取り組んだ内容 

語学講座のオンライン化及び開催会場

拡大検討、研修講師派遣のオンライン参

加等により収入確保を図った。上・下半

期に積極的に広報 PRを行った。 

エ 取組による成果 

オンラインという新たな手法により、

限定的ではあるものの約 30％の収入

の確保につながった。 

オ 実績 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 
最終年度 

（令和３年度） 

 
数値等 11,224千円 12,894千円 12,500千円 1,748千円 5,965千円 

 
当該年度の進捗

状況 

未達成（語学講座及び研修講師派遣がコロナウイルス感染症拡大防止のため当初の計画通り開催でき

なかったため） 

カ 今後の課題 
主要収入源である語学講座の収益拡大
に向け魅力ある講座づくりを検討す
る。 

キ 課題への対応 

語学講座のオンライン化を一層進め
るとともに、感染防止対策の強化及び
国際協力センターの空きスペースの
借用・活用による教室規模の拡大を通
じて、受講生の増加に努める。 

 

 

（３）人事・組織に関する取組 

ア 人事・組織に関す

る課題 
外国人の急増等、時代の要請に適切に対応できる組織運営 

イ 協約期間の主要

目標 
職員採用計画の作成と次代の団体を担う人材の確保 

ウ 目標達成に向け

て取り組んだ内容 

2022-2025中期 4か年計画に合わせ、中
期組織案を作成し、各事業年度の採用人
数、配置転換計画等を盛り込んだ。また、
配置転換希望調査（8月）を実施した。 

エ 取組による成果 

組織の持続性の確保及び活性化のた
め配置転換を計画した。また、年齢構
成の平準化のため中期組織案のとお
り採用活動を実施した（1～3月）。 

オ 実績 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 
最終年度 

（令和３年度） 

 

数値等 採用計画未作成 採用計画検討開始 採用計画基本案作成 
採用計画基本案の 

一部見直し 

採用計画基本案の

見直しおよび中期

組織案作成 

 
当該年度の進捗

状況 
達成（中期組織案のとおり採用計画（3月）・配置転換を実施）                                

カ 今後の課題 

組織を活性化し、持続性を確保するた
め、職員の高齢化と年齢構成の偏り、配
置の硬直化を解消する必要がある。 
また、専門性、マネジメント力を持った
次世代リーダーの育成が必要である。 

キ 課題への対応 

国費と市費による委託事業での必要
な人材を見極め、中期組織案に基づい
て採用活動と配置転換を行う。また、
専門家による各種研修会を計画的に
実施する。 

 

  



資料（1）令和４年度総合評価シート（令和３年度実績）（国際局所管団体部分） 

 

２ 団体を取り巻く環境等 

（１）今後想定される環境変化等 

横浜市の外国人は平成 31年４月に 10 万人を超えたが、令和 2年中に外国人はおよそ 2,000人減少した。一方、 
入管法の改正により全国で新たに最大 34.5 万人の外国人労働者を受け入れる方針は変更がないことから、今後
入国制限が緩和されれば本市においても再び外国人人口が増加に転じると見込まれる。なお、感染症については
一旦収束の傾向が見られるものの、予断を許さぬ状況が続くものと見込まれる。また、ロシアのウクライナ侵略
に伴い、令和 4年 3月には横浜市の要請に基づき避難民相談窓口を設置したところであり、今後の対応拡大が想
定される。 

 

（２）上記（１）により生ずる団体経営に関する課題及び対応 

・課題 
入国制限が緩和されつつある中、外国人労働者の受入拡大が進み、在留資格の取り扱いや労働問題など、専門的
な相談対応の増加が課題となる。遠隔通訳等 ICTの活用による利用者のさらなる利便性向上や効率化が課題とな
る。また、ウクライナ避難民の受入れ増加に伴う横浜市からの委託事業の増加に対応する必要が生じる。 
・対応 
限られた経営資源を柔軟かつ最大限に活用しつつ、既存事業の運営を効率的・効果的に行うとともに、ウクライ
ナ情勢など急激な経営環境の変化に横浜市と緊密に連携し的確に対応する。 

 
 
 
 



 
資料（2）協約等（案）（令和４～７年度）（国際局所管団体分） 

協 約 等（案） 

団体名 公益財団法人横浜市国際交流協会 

所管課 国際局政策総務課 

団体に対する市の関与方針 経営に積極的な関与を行う団体 

 

１ 団体の使命等 

(1) 団体の設立目的 

（設立時の公益的使命） 

横浜の国際都市としての歴史的・文化的特性を継承しつつ、その一層の発展に向けて、異なる文
化や価値観をともに認め、尊重し合える豊かな社会づくり、国際交流・国際協力の促進を図るこ
とを目的とする。（定款より抜粋） 

(2) 設立以降の環境の 

変化等 

改正入管法（2019年 4月施行）や日本語教育の推進に関する法律（同年６月施行）、外国人材の
受入れ･共生のための総合的対応策（2018 年 12 月閣議決定）とともに、横浜市に住む外国人は
約 10万人（市内人口の３％）に及んでいる。かつての国際交流から、多文化共生社会の実現に
向けた当事者への支援や、当事者とともに取り組む地域づくりに活動の軸足が移行してきた。 

(3) 上記(1)・(2)を踏まえ 

た今後の公益的使命 

外国人住民の生活基盤の充実、地域でのつながりを促進する取組や多様な文化的背景等を活か
した在住外国人の活躍推進による多文化共生のまちづくりの推進 

 

２ 団体経営の方向性 

(1) 団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

参考（前期協約の 

団体経営の方向性） 
引き続き経営の向上に取り
組む団体 

(2) 前協約からの団体経営 

の方向性の変更の有無 
有 ・ ○無  

(3) 団体経営の方向性の 

分類変更理由 
 

(4) 協約期間 令和４年度～７年度 
協約期間設定

の考え方 

市及び団体の中期計画に整合
性をとる。 

 

３ 目標 

（１）公益的使命の達成に向けた取組 

多様な視点で進める多文化共生のまちづくり 

ア 公益的使命 

外国人住民の生活基盤の充実を図るためには、地域とのつながりづくりが欠かせない。そのた

めの取組とともに、多様な文化的背景等を活かした在住外国人の活躍促進による、多文化共生

のまちづくりを推進する。 

イ 公益的使命の達成に 

向けた現在の課題等 

外国人の居住長期化に伴い生活課題が多様化している。また、言葉の壁や地域活動に係る情報
不足により、参加意欲があってもなかなか活動につながらない。多文化共生のまちづくりに向
けては、様々な組織や関係者との連携・協働の機会づくりが必要である。 
令和４年２月に開始されたロシアのウクライナ侵略に伴う避難民の受入については、横浜市と
連携し、地域で安心して暮らしていけるよう最大限の支援により貢献していく。また、これに
より培った知見やノウハウ、関係団体との協働の成果を今後の事業展開に繋げていく。 

ウ 公益的使命達成に向け 

た協約期間の主要目標 

①連携・協働団体数の増(団体) 
R4：532、R5：538、R6：544、

R7：550 
②連携・協働プロジェクトの増
（事例）R4：21、R5：24、R6：27、
R7：30  
③地域活動やボランティア活動
に関わる外国人の延べ人数の増
(人) R4：1,500、R5：1,800、R6： 
2,100、R7：2,500 

主要目標の 

設定根拠 

及び公益的

使命との 

因果関係 

外国人が勤める企業、教育機関、地域ケアプ
ラザなどの社会福祉施設、自治会・町内会な
どとの連携・協働により、情報の多言語化や
外国人の受入れ基盤づくり、地域日本語教育
等の充実が図られる。また、これらの地域活
動やボランティア活動に関わる外国人も増加
する。 （参考）令和３年度実績： 

①526団体  

②17事例 

③1,161人 



 
資料（2）協約等（案）（令和４～７年度）（国際局所管団体分） 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

・居住環境、教育、医療等、地域で生活する中で生じる様々な課題・ニーズに様々な関係機関
と連携し、多言語での相談・情報発信、日本語学習支援、子ども若者支援等の事業に取り組む。 
・外国人が地域で住民間のつながりを持つためには、まずはその地域を知ることが重要であり、
自治会・町内会単位の活動情報を伝えるための支援を行う。 
・通訳以外の活躍機会も創出し、地域活動やボランティアに関わる外国人住民を増やす。 
・語学を含む様々な講座を通じて、多文化共生への理解を有する地域住民を増やし、その理解
をさらに深めていく。 
・様々な団体との連携・協働を通じ、ウクライナ避難民への相談対応・情報発信、日本語学習
支援等に取り組む。 

市 

・一元的相談窓口及び日本語学習支援センター事業は、外国人材受入環境整備の最重要事業で
あり、その機能強化や満足度の向上に引き続き取り組む。 
・団体と協働し、地域課題解決コーディネーターの配置や、国際交流ラウンジを拠点とする地
域団体・外国人当事者の活躍を支援し、本市における多文化共生の草の根の拡大に取り組む。 
・団体の各事業における市民満足度の検証を行い、事業の推進・見直しに継続的に取り組む。 
・ウクライナ避難民が安全・安心に横浜での生活を送れるよう、庁内一丸となり、団体とも連
携しながら支援事業を実施する。 

 

（２）財務に関する取組 

ア 財務上の課題 

団体では、平成 25年度以降、市からの事業費補助に代わり特定資産（横浜市補助対象事業対応
特定資産）を取り崩して一部事業費に充当している。しかし、当協約期間中に当該特定資産が
枯渇する見込みであり、財務基盤が不安定化する可能性がある。 

（参考）特定資産充当対象事業：10事業 

特定資産充当額：68,739千円 
特定資産残高：296,424千円 

イ 課題解決に向けた 

協約期間の主要目標 

特定資産充当対象事業の見直し
を進め、経営基盤の安定・強化を
実現する。 
R4 対象事業の再点検 
R5 事業見直し案の作成 
（存廃・縮小・経費縮減等） 

R6 見直し事業の実施及び検証 
R7 持続可能な財務基盤の確立 

主要目標の 

設定根拠 

及び財務に 

関する 

課題との 

因果関係 

①団体内部の事業評価会議において、対象事
業の公益性、意義、効果、事業手法、代替性
等について点検し、廃止を含めた見直しを行
うことで事業経費・人件費等の縮減に繋げる。 
②そのうえでなお、公益に基づく必要性の高
い事業については、市との必要な協議を経て、
公費による事業継続を目指す。 

（参考）令和３年度実績 

対象事業の検討開始 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

市との協議、また事業評価・企画会議等を通じて事業を精査し、費用対効果を更に高める。 
既存事業の核である多文化共生推進課の事業パフォーマンスを上げるため、日本語、多言語相
談、市民通訳ボランティア等で相互連携を図り、より公益性・利便性の高い事業の創出につな
げる。 

市 

・団体所管局の事業推進に当たって、団体をはじめとする民間の知見・ノウハウを生かし、限
られた財源を有効に活用するため、事業内容を精査し、可能なもののアウトソーシングを引き
続き進める。 
・アウトソーシング事業の成果や受託者の取組を検証し、適正に評価する。 

 

（３）人事・組織に関する取組 

ア 人事・組織に関する 

課題 

組織の活性化と持続性の確保のため、職員の高齢化・年齢構成の偏り、配置の硬直化の解消が
必要である。また、来所者の満足度を高め、誰もが生き生きと働ける職場づくりに向け職場環
境を改善する必要がある。 

イ 課題解決に向けた 

協約期間の主要目標 

①常勤職員年齢構成の適正化 

R4：平均年齢 54 歳未満、R5：53

歳未満、R6：52歳未満、R7：50歳

未満 

②職員仕事満足度の向上（民間の

調査手法を活用） 

R4：-0.38（やや低）→-0.18、R5：

+0.02、R6：+0.22、R7：+0.42（や

や高） 

主要目標の 

設定根拠 

及び人事・

組織に 

関する 

課題との 

因果関係 

①計画的に職員を採用していくことで平均年

齢を若年化、年齢構成を平準化していくとと

もに、働き方改革に対応できるようテレワー

ク環境、職場環境の改善を進める。 

②コミュニケーション強化やプライバシー保

護の向上に配慮した働きやすい執務環境を整

備し、来所者の利便性や職員の仕事満足度を

高める。 
（参考）令和３年度実績 

①職員平均年齢：56.0歳 

②職員仕事満足度調査の結果 

 満足度： -0.38 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

①職員のリタイヤにあわせた計画的な人材補充（Ｒ4年度 4名/Ｒ5年度 2名/Ｒ6年度 1名） 
②コミュニケーションの強化とプライバシーの向上に向けた職場環境改善プロジェクト 

市 

多文化共生を担う人材の確保について、団体の自主性を尊重しつつ、所管局としても中長期的

な職員配置計画について団体と必要な協議の場を持つなど、適切にコミットするとともに、可

能な支援を行う。 

 



資料（3）令和４年度横浜市外郭団体等経営向上委員会答申（国際局所管団体部分） 

令和４年度 

横浜市外郭団体等経営向上委員会 答申 

団体名 公益財団法人横浜市国際交流協会 

総合評価分類 
引き続き取組を推進／ 

団体経営は順調に推移 

事業進捗・ 

環境変化等に留意 

取組の強化や 

課題への対応が必要 

団体経営の方向性の 

見直しが必要 

委員会からの 

意見 

コロナ禍により「公益的使命の達成に向けた取組」の一部、「財務に関する取

組」が「未達成」となっている。 

団体設立時と比較し、団体を取り巻く環境が大きく変化している。今後は、市

所管局が指導力を発揮しながら団体と十分に協議し、団体の公益的使命を改めて

確認し、行うべき事業を検討することが求められる。 

協約等（素案）の「公益的使命の達成に向けた取組」について、しっかりと取

組を進めるとともに、取組の効果を検証し、多文化共生のまちづくりに確実につ

なげてほしい。 

また、「財務に関する取組」については、組織一丸となってスピーディに取り組

むことを期待する。 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 
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